
「事業場における労働者の健康保持増進のための指針」に関する公示（健康保持増進のための指針公示第 13号）の訂正について 

 

令和８年 11月２日 

 

 令和８年 10月 19日から HPに掲載していた「事業場における労働者の健康保持増進のための指針」に関する公示（健康保持増進のための指針公示第 13

号）につきまして、以下のとおり誤りがありましたので、修正いたします（掲載している pdfファイルは修正済みのものです。）。 

修正箇所は、下表のとおりです。 

 

正 誤 

事業場における労働者の健康保持増進のための指針 

 

昭和63年９月１日 健康保持増進のための指針公示第１号 

改正 平成９年２月３日 健康保持増進のための指針公示第２号 

改正 平成19年11月30日 健康保持増進のための指針公示第４号 

改正 平成27年11月30日 健康保持増進のための指針公示第５号 

改正 令和２年３月31日 健康保持増進のための指針公示第７号 

改正 令和３年２月８日 健康保持増進のための指針公示第８号 

改正 令和３年12月28日 健康保持増進のための指針公示第９号 

改正 令和４年３月31日 健康保持増進のための指針公示第10号 

改正 令和５年３月31日 健康保持増進のための指針公示第11号 

改正 令和８年２月10日 健康保持増進のための指針公示第12号 

改正 令和８年10月19日 健康保持増進のための指針公示第13号 

 

１ 趣旨 

近年の高年齢労働者の増加、急速な技術革新の進展等の社会経済情勢

の変化、労働者の就業意識や働き方の変化、業務の質的変化等に伴い、
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定期健康診断の有所見率が増加傾向にあるとともに、心疾患及び脳血管

疾患の誘因となるメタボリックシンドロームが強く疑われる者とその予

備群は、男性の約２人に１人、女性の約５人に１人の割合に達してい

る。また、がんは、我が国において死因の第１位であり、年間死亡者

（2024 年）の約４人に１人ががんで亡くなっているほか、生涯のうちに

約２人に１人が罹患すると推計（2023 年）されている。さらに、仕事に

関して強い不安やストレスを感じている労働者の割合が高い水準で推移

している。 

このような労働者の心身の健康問題に対処するためには、早い段階か

ら心身の両面について健康教育等の予防対策に取り組むことが重要であ

ることから、事業場において、就業形態にかかわらず全ての労働者を対

象として心身両面の総合的な健康の保持増進を図ることが必要である。 

また、健康の保持増進は、生活習慣改善等による疾病の発症予防（以

下「一次予防」という。）を主として取り組むが、健康診断等による疾病

の早期発見や早期治療（以下「二次予防」という。）を行うことで、さら

に、疾病の発症や重症化、疾病による死亡を予防することができる。二

次予防については、各事業場の実情に応じて、医療保険者等と連携を図

りつつ、創意工夫して進めていくことが適当である。 

加えて、事業者が、労働者の健康の保持増進を図るために、健康経営

といった労働者の健康保持増進の取組が将来的に収益性を高める投資で

あることを理解し、健康管理を経営的視点から考えた上で、戦略的に当

該取組を実践することは、労働生産性向上の観点からも重要である。 

さらに、事業場において健康教育等の労働者の健康の保持増進のため

の措置が適切かつ有効に実施されるためには、その具体的な実施方法

が、事業場において確立していることが必要である。 
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本指針は、労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57号）第 70条の２第１

項の規定に基づき、同法第 69条第１項の事業場において事業者が講ずる

よう努めるべき労働者の健康の保持増進のための措置（以下「健康保持

増進措置」という。）が適切かつ有効に実施されるため、当該措置の原則

的な実施方法について定めたものである。事業者は、健康保持増進措置

の実施に当たっては、本指針に基づき、事業場内の産業保健スタッフ等

に加えて、積極的に労働衛生機関、中央労働災害防止協会、スポーツク

ラブ、医療保険者、地域の医師会や歯科医師会、地方公共団体又は産業

保健総合支援センター等の事業場外資源を活用することで、効果的な取

組を行うものとする。また、労働者が、自身の健康保持増進につなげて

いく観点から、事業者は、労働者に対して、デジタルツール等を活用

し、生涯にわたる自身の保健医療情報（PHR：Personal Health Record）

の把握に努めるよう促すことも考えられる。なお、全ての措置の実施が

困難な場合には、可能なものから実施する等、各事業場の実態に即した

形で取り組むことが望ましい。 

 

２ 健康保持増進対策の基本的考え方  

これまで生活習慣病予備群に対する生活習慣への介入効果についての

科学的根拠が国際的に蓄積され、生活習慣病予備群に対する効果的な介

入プログラムが開発されてきた。さらに、メタボリックシンドロームの

診断基準が示され、内臓脂肪の蓄積に着目した保健指導の重要性が明ら

かになっている。また、健康管理やメンタルヘルスケア等心身両面にわ

たる健康指導技術の開発も進み、多くの労働者を対象とした健康の保持

増進活動が行えるようになってきた。さらに、がん、女性特有の健康課

題（月経不順、月経困難症、過多月経、月経前症候群、更年期障害等）、

歯科疾患、骨粗しょう症及び眼科疾患（以下「がん等」という。）といっ
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た健康課題についても、疾病の予防に向けた健康教育等の取組が労働者

の健康保持増進のために重要である。加えて、労働者の健康保持増進を

より効果的に進めるため、一次予防のみならず、二次予防も労働者の健

康保持増進対策の一環として取り組むことが望ましい。 

また、労働者の健康の保持増進には、労働者が自主的、自発的に取り

組むことが重要であり、労働者自らが健康状態の早期把握に努めること

が必要である。しかし、労働者の働く職場には労働者自身の力だけでは

取り除くことができない疾病増悪要因、ストレス要因等が存在している

ため、労働者の健康を保持増進していくためには、労働者の自助努力に

加えて、事業者の行う健康管理の積極的推進、がん等に係る検査（以下

「がん検診等」という。）の受診勧奨及びその結果に応じた適切な医療に

つなげるための精密検査の受診勧奨が必要である。さらに、治療を受け

ながら働き続けられるためには、治療と就業の両立支援の実施が必要で

あり、これらを進めるための環境整備が重要である。 

さらに、健康管理の推進に当たっては、単に健康障害を防止するとい

う観点のみならず、更に一歩進んで、職業生活の全期間を通じて継続的

かつ計画的に心身両面にわたる積極的な健康保持増進を目指したもので

なければならず、生活習慣病の発症や重症化の予防のために保健事業を

実施している医療保険者と連携したコラボヘルスの推進に積極的に取り

組むほか、医療保険者等の実施するがん検診等の利用等、医療保険者と

連携した取組が重要である。さらに、自治体や医療保険者の健康保持増

進の取組等を利用することも有効であり、これら地域の関係者との連携

も必要である。 

労働者の健康の保持増進のための具体的措置としては、運動指導、メ

ンタルヘルスケア、栄養指導、口腔保健指導、保健指導、がん検診等の
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受診勧奨等があり、各事業場の実態に即して措置を実施していくことが

必要である。 

さらに、事業者は、健康保持増進対策を推進するに当たって、次の事

項に留意することが必要である。 

①～④ （略） 

 

３ （略） 

 

４ 健康保持増進対策の推進に当たって事業場ごとに定める事項 

以下の項目は、健康保持増進対策の推進に当たって、効果的な推進体

制を確立するための方法及び健康保持増進措置についての考え方を示し

たものである。事業者は、各事業場の実態に即した適切な体制の確立及

び実施内容について、それぞれ以下の事項より選択し、実施するものと

する。 

（１） （略） 

（２）健康保持増進措置の内容 

事業者は、次に掲げる健康保持増進措置の具体的項目を実施する。 

イ～ハ （略） 

ニ その他の健康保持増進措置 

イに掲げるもののほか、健康相談、健康保持増進に関する啓発活

動や環境づくり、治療と就業の両立支援指針（令和８年２月 10日厚

生労働省告示第 28号）等の内容も含むものとする。なお、その他の

健康保持増進措置を実施するに当たっても労働者の健康状態を事前

に把握し、取り組むことが有用である。 

 

５・６ （略） 

受診勧奨等があり、各事業場の実態に即して措置を実施していくことが

必要である。 

さらに、事業者は、健康保持増進対策を推進するに当たって、次の事

項に留意することが必要である。 

①～④ （略） 

 

３ （略） 

 

４ 健康保持増進対策の推進に当たって事業場ごとに定める事項 

以下の項目は、健康保持増進対策の推進に当たって、効果的な推進体

制を確立するための方法及び健康保持増進措置についての考え方を示し

たものである。事業者は、各事業場の実態に即した適切な体制の確立及

び実施内容について、それぞれ以下の事項より選択し、実施するものと

する。 

（１） （略） 
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事業者は、次に掲げる健康保持増進措置の具体的項目を実施する。 

イ～ハ （略） 

ニ その他の健康保持増進措置 

イに掲げるもののほか、健康教育、健康相談又は、健康保持増進

に関する啓発活動や環境づくり、治療と就業の両立支援指針（令和

８年２月 10 日厚生労働省告示第 28号）等の内容も含むものとす

る。なお、その他の健康保持増進措置を実施するに当たっても労働

者の健康状態を事前に把握し、取り組むことが有用である。 

 

５・６ （略） 


